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○県の指定金融機関等の名称、取扱店舗及び取扱
　事務の範囲を定める告示の一部を改正する告示……（財政課）42
○証明手数料徴収規則別表６県税等に関する証明
　の項単位の欄の別に定める１件の計算の基準の
　一部を改正する告示……………………………………（税務課）42
　　　訓　　　令
○宮崎県事務決裁規程の一部を改正する訓令…………（人事課）43
○宮崎県職員の駐在に関する規程の一部を改正す
　る訓令……………………………………………………（　〃　）44

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　頁
　　　規　　　則
○宮崎県事務委任規則の一部を改正する規則…………（人事課）１
○宮崎県行政組織規則の一部を改正する規則…………（　〃　）３
○宮崎県財務規則の一部を改正する規則………………（財政課）７
○宮崎県税条例施行規則の一部を改正する規則………（税務課）８
　　　告　　　示

規　　　　　則

　宮崎県事務委任規則の一部を改正する規則をここに公布する。
　　令和元年10月１日
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　宮崎県知事　河　野　俊　嗣　
宮崎県規則第14号
　　　宮崎県事務委任規則の一部を改正する規則
　宮崎県事務委任規則（昭和40年宮崎県規則第10号）の一部を次のように改正する。
　次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

改正前 改正後
別表（第２条関係） 別表（第２条関係）
出先機関
の長

委　　　　任　　　　事　　　　務

　［略］
県税・総
務事務所
長

１～５　［略］

出先機関
の長

委　　　　任　　　　事　　　　務

　［略］
県税・総
務事務所
長

１～５　［略］
６　特別法人事業税及び特別法人事業譲与税に関
　する法律（平成31年法律第４号）による次の事
　務
　(１)　第８条の規定による賦課徴収に関するこ
　　と。
　(２)　第11条第１項の規定による還付に関する
　　こと。
　(３)　第11条第２項の規定による還付に関する
　　こと。
　(４)　第13条第１項の規定による延滞金等の計
　　算に関すること。
　(５)　第13条第２項の規定による還付加算金の
　　計算に関すること。
　(６)　第14条第１項の規定による充当に関する
　　こと。
　(７)　第14条第２項の規定による納付の委託に
　　関すること。
　(８)　第14条第３項の規定による納付の委託に
　　関すること。
　(９)　第14条第５項の規定による通知に関する
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　　こと。
７　地方税法（昭和25年法律第 226号）による次
　の事務
　(１)　附則第29条の９第１項の規定による賦課
　　徴収に関すること。
　(２)　附則第29条の10第１項の規定による減免
　　に関すること。
　(３)　附則第29条の13の規定による還付に関す
　　ること。

西臼杵支
庁長

１～19の14　［略］
19の15から19の17まで　削除

19の18～36の８　［略］
36の９　農業用ため池の管理及び保全に関する法
　律（平成31年法律第17号）による次の事務
　(１)　第４条第１項の規定による届出の受理に
　　関すること。
　(２)　第４条第２項の規定による変更又は廃止
　　の届出の受理に関すること。
　(３)　第９条第１項の規定による届出の受理に
　　関すること。
　(４)　第９条第３項の規定による届出の受理に
　　関すること。
　(５)　附則第２条第１項の規定による届出の受
　　理に関すること。
　(６)　附則第２条第２項の規定による届出の受
　　理に関すること。
　(７)　附則第２条第３項の規定による届出の催
　　告に関すること。
37～66　［略］

　［略］
農林振興
局長

１～２の20　［略］
２の21から２の23まで　削除

２の24～４の６　［略］

西臼杵支
庁長

１～19の14　［略］
19の15及び19の16　削除
19の17　農家負担軽減支援特別資金融通措置要綱
　（平成７年４月１日付け７農経Ａ第 299号農林
　水産事務次官依命通達）による次の事務
　(１)　第３の３の規定による利子補給の諾否の
　　決定に関すること。
　(２)　第４の２の(２)の規定による農業経営改
　　善推進計画の審査及び承認に関すること。
　(３)　第４の３の規定による農業経営改善推進
　　計画の承認の取消しに関すること。
　(４)　第４の４の(３)の規定による農業経営改
　　善推進計画の達成指導に関すること。
19の18～36の８　［略］

37～66　［略］
　［略］
農林振興
局長

１～２の20　［略］
２の21及び２の22　削除
２の23　農家負担軽減支援特別資金融通措置要綱
　による次の事務
　(１)　第３の３の規定による利子補給の諾否の
　　決定に関すること。
　(２)　第４の２の(２)の規定による農業経営改
　　善推進計画の審査及び承認に関すること。
　(３)　第４の３の規定による農業経営改善推進
　　計画の承認の取消しに関すること。
　(４)　第４の４の(３)の規定による農業経営改
　　善推進計画の達成指導に関すること。
２の24～４の６　［略］
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付表（西臼杵支庁長の項第38号、農林振興局長の項第17号関係） 付表（西臼杵支庁長の項第38号、農林振興局長の項第17号関係）

４の７　農業用ため池の管理及び保全に関する法
　律による次の事務
　(１)　第４条第１項の規定による届出の受理に
　　関すること。
　(２)　第４条第２項の規定による変更又は廃止
　　の届出の受理に関すること。
　(３)　第９条第１項の規定による届出の受理に
　　関すること。
　(４)　第９条第３項の規定による届出の受理に
　　関すること。
　(５)　附則第２条第１項の規定による届出の受
　　理に関すること。
　(６)　附則第２条第２項の規定による届出の受
　　理に関すること。
　(７)　附則第２条第３項の規定による届出の催
　　告に関すること。
５～25　［略］

　［略］
５～25　［略］

　［略］

１～３　［略］
４　宮崎県農産園芸関係事業補助金交付要綱（平成10年４月
　１日定め）に基づく補助金のうち、宮崎オリジナル水田フ
　ル活用支援事業、需要に応える宮崎米生産体制整備事業、
　水田高度利用産地育成支援事業、木質バイオマス利用効率
　化支援事業、優良種苗安定供給県域ネットワーク体制構築
　事業、ニーズに応える加工・業務用産地づくり加速化事業
　、新たに挑む！さといも日本一産地構築事業、施設園芸高
　生産技術推進事業、世界に羽ばたけ「みやざきの花」グロ
　ーバル化推進事業、気候変動に負けない「みやざきの花」
　安定生産支援事業、伸ばせ「みやざきの花」産地拡大支援
　事業、未来をひらく新果樹産地クリエィション事業、革新
　的技術で拓く果樹産地ステップアップ支援事業、集落で繋
　ぐ中山間地域果樹産地支援事業、次世代果樹ブランド産地
　育成支援事業、「みやざき茶」チャレンジ産地支援事業、
　新たなビジネスを掴む！「新・みやざき茶」産地化推進事
　業、需要に対応した「みやざき茶」産地基盤強化事業及び
　日本一の県産焼酎を支える原料用かんしょ生産拡大支援事
　業に係る補助金

５　［略］
６　宮崎県自作農維持資金利子助成金交付要綱（平成７年４
　月３日定め）に基づく利子助成金
７～16　［略］
17　鳥獣保護区等周辺被害防止事業補助金交付要綱（平成28
　年４月１日定め）に基づく補助金
18～35　［略］

１～３　［略］
４　宮崎県農産園芸関係事業補助金交付要綱（平成10年４月
　１日定め）に基づく補助金のうち、スマート農業による働
　き方改革産地実証事業、宮崎オリジナル水田フル活用支援
　事業、需要に応える宮崎米生産体制整備事業、水田高度利
　用産地育成支援事業、木質バイオマス利用効率化支援事業
　、優良種苗安定供給県域ネットワーク体制構築事業、ニー
　ズに応える加工・業務用産地づくり加速化事業、新たに挑
　む！さといも日本一産地構築事業、施設園芸高生産技術推
　進事業、世界に羽ばたけ「みやざきの花」グローバル化推
　進事業、気候変動に負けない「みやざきの花」安定生産支
　援事業、伸ばせ「みやざきの花」産地拡大支援事業、未来
　をひらく新果樹産地クリエィション事業、革新的技術で拓
　く果樹産地ステップアップ支援事業、集落で繋ぐ中山間地
　域果樹産地支援事業、次世代果樹ブランド産地育成支援事
　業、「みやざき茶」チャレンジ産地支援事業、新たなビジ
　ネスを掴む！「新・みやざき茶」産地化推進事業、需要に
　対応した「みやざき茶」産地基盤強化事業及び日本一の県
　産焼酎を支える原料用かんしょ生産拡大支援事業に係る補
　助金
５　［略］

６～15　［略］
16　鳥獣保護区等周辺被害防止対策事業補助金交付要綱（平
　成31年４月１日定め）に基づく補助金
17～34　［略］

　　　附　則
　この規則は、公布の日から施行する。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　宮崎県行政組織規則の一部を改正する規則をここに公布する。
　　令和元年10月１日
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　宮崎県知事　河　野　俊　嗣
宮崎県規則第15号
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　　　宮崎県行政組織規則の一部を改正する規則
　宮崎県行政組織規則（平成10年宮崎県規則第15号）の一部を次のように改正する。
　次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

改正前 改正後
　（税務課）
第15条　税務課の分掌事務は、次のとおりとする。
　(１)　県税及び地方法人特別税に係る総合企画及び指導に関する
　　こと。
　(２)　県税及び地方法人特別税に係る徴収金の収入企画に関する
　　こと。
　(３)　県税及び地方法人特別税に係る電算事務その他県税事務の
　　能率化に関すること。

　(４)　［略］
　(５)　県税及び地方法人特別税の課税地の指定及び分割法人に係
　　る申告納付事務所の指定に関すること。
　(６)　県税及び地方法人特別税の過料の賦課に関すること。

　(７)　県税及び地方法人特別税に係る犯則の取締りに関すること
　　。
　(８)　県税及び地方法人特別税に係る徴収金に関する処分に係る
　　不服申立てに関すること。

　(９)　県税及び地方法人特別税に係る統計及び広報に関すること
　　。
　(10)・(11)　［略］
　（所掌事務）
第89条　県税・総務事務所の所掌事務は、次のとおりとする。
　(１)　県税及び地方法人特別税に係る徴収金の賦課徴収に関する
　　こと。
　(２)　県税及び地方法人特別税に係る過料の徴収に関すること。

　(３)　県税及び地方法人特別税に係る徴収金及び過料の督促及び
　　滞納処分に関すること。

　(４)　県税及び地方法人特別税に係る徴収金の決算及び欠損の整
　　理に関すること。

　(５)　県税及び地方法人特別税に関する証明及び証明手数料の徴
　　収に関すること。
　(６)　［略］
　(７)　県税及び地方法人特別税に係る犯則の取締りに関すること
　　。
　(８)　［略］

　（税務課）
第15条　税務課の分掌事務は、次のとおりとする。
　(１)　県税、地方法人特別税、特別法人事業税及び軽自動車税の
　　環境性能割に係る総合企画及び指導に関すること。
　(２)　県税、地方法人特別税、特別法人事業税及び軽自動車税の
　　環境性能割に係る徴収金の収入企画に関すること。
　(３)　県税、地方法人特別税、特別法人事業税及び軽自動車税の
　　環境性能割に係る電算事務その他県税事務の能率化に関するこ
　　と。
　(４)　［略］
　(５)　県税、地方法人特別税及び特別法人事業税の課税地の指定
　　及び分割法人に係る申告納付事務所の指定に関すること。
　(６)　県税、地方法人特別税及び特別法人事業税の過料の賦課に
　　関すること。
　(７)　県税、地方法人特別税、特別法人事業税及び軽自動車税の
　　環境性能割に係る犯則の取締りに関すること。
　(８)　県税、地方法人特別税、特別法人事業税及び軽自動車税の
　　環境性能割に係る徴収金に関する処分に係る不服申立てに関す
　　ること。
　(９)　県税、地方法人特別税、特別法人事業税及び軽自動車税の
　　環境性能割に係る統計及び広報に関すること。
　(10)・(11)　［略］
　（所掌事務）
第89条　県税・総務事務所の所掌事務は、次のとおりとする。
　(１)　県税、地方法人特別税、特別法人事業税及び軽自動車税の
　　環境性能割に係る徴収金の賦課徴収に関すること。
　(２)　県税、地方法人特別税及び特別法人事業税に係る過料の徴
　　収に関すること。
　(３)　県税、地方法人特別税、特別法人事業税及び軽自動車税の
　　環境性能割に係る徴収金の督促及び滞納処分に関すること。
　(４)　県税、地方法人特別税及び特別法人事業税に係る過料の督
　　促及び滞納処分に関すること。
　(５)　県税、地方法人特別税及び特別法人事業税に係る徴収金の
　　決算に関すること。
　(６)　県税、地方法人特別税、特別法人事業税及び軽自動車税の
　　環境性能割に係る徴収金の欠損の整理に関すること。
　(７)　県税、地方法人特別税及び特別法人事業税に関する証明及
　　び証明手数料の徴収に関すること。
　(８)　［略］
　(９)　県税、地方法人特別税、特別法人事業税及び軽自動車税の
　　環境性能割に係る犯則の取締りに関すること。
　(10)　［略］

　(９)　県税及び地方法人特別税の電算システムの運営及び管理に
　　関すること。
　(10)　県税及び地方法人特別税に係る徴収金及び税外収入金に関
　　する処分についての不服申立てに関すること。

　(11)～(25)　［略］
　（分掌事務）
第91条　前条に規定する宮崎県税・総務事務所の各課の分掌事務は

　(11)　県税、地方法人特別税、特別法人事業税及び軽自動車税の
　　環境性能割の電算システムの運営及び管理に関すること。
　(12)　県税、地方法人特別税、特別法人事業税及び軽自動車税の
　　環境性能割に係る徴収金及び税外収入金に関する処分について
　　の不服申立てに関すること。
　(13)～(27)　［略］
　（分掌事務）
第91条　前条に規定する宮崎県税・総務事務所の各課の分掌事務は
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　、次のとおりとする。
　管理課
　　(１)　［略］
　　(２)　県税及び地方法人特別税の周知宣伝に関すること。

　　(３)　県税及び地方法人特別税に係る徴収金及び過料の督促に
　　　関すること。

　　(４)　県税及び地方法人特別税に係る徴収金の収納に関するこ
　　　と。
　　(５)　県税及び地方法人特別税に係る徴収金の決算に関するこ
　　　と。
　　(６)　県税及び地方法人特別税に係る徴収金の還付又は充当に
　　　関すること。
　　(７)　県税及び地方法人特別税に係る徴収金の欠損の整理に関
　　　すること。
　　(８)　県税及び地方法人特別税に関する証明及び証明手数料の
　　　徴収に関すること。
　　(９)　県税及び地方法人特別税に係る徴収金及び税外収入金に
　　　関する処分（賦課徴収に関する部分を除く。）についての不
　　　服申立てに関すること。

　　(10)　県税及び地方法人特別税の電算システムの運営及び管理
　　　に関すること。
　　(11)～(13)　［略］
　納税第一課及び納税第二課
　　(１)　［略］
　　(２)　県税及び地方法人特別税に係る徴収金及び過料の徴収及
　　　び滞納処分に関すること。

　　(３)　県税及び地方法人特別税に係る徴収金の減免に関するこ
　　　と。
　　(４)・(５)　［略］
　　(６)　県税及び地方法人特別税に係る徴収金及び滞納処分の依
　　　頼を受けた税外収入金の徴収及び滞納処分についての不服申
　　　立てに関すること。

　課税第一課及び課税第二課
　　(１)　県民税、事業税、不動産取得税、自動車税（証紙徴収の

　、次のとおりとする。
　管理課
　　(１)　［略］
　　(２)　県税、地方法人特別税、特別法人事業税及び軽自動車税
　　　の環境性能割の周知宣伝に関すること。
　　(３)　県税、地方法人特別税、特別法人事業税及び軽自動車税
　　　の環境性能割に係る徴収金の督促に関すること。
　　(４)　県税、地方法人特別税及び特別法人事業税に係る過料の
　　　督促に関すること。
　　(５)　県税、地方法人特別税、特別法人事業税及び軽自動車税
　　　の環境性能割に係る徴収金の収納に関すること。
　　(６)　県税、地方法人特別税及び特別法人事業税に係る徴収金
　　　の決算に関すること。
　　(７)　県税、地方法人特別税、特別法人事業税及び軽自動車税
　　　の環境性能割に係る徴収金の還付又は充当に関すること。
　　(８)　県税、地方法人特別税、特別法人事業税及び軽自動車税
　　　の環境性能割に係る徴収金の欠損の整理に関すること。
　　(９)　県税、地方法人特別税及び特別法人事業税に関する証明
　　　及び証明手数料の徴収に関すること。
　　(10)　県税、地方法人特別税、特別法人事業税及び軽自動車税
　　　の環境性能割に係る徴収金及び税外収入金に関する処分（賦
　　　課徴収に関する部分を除く。）についての不服申立てに関す
　　　ること。
　　(11)　県税、地方法人特別税、特別法人事業税及び軽自動車税
　　　の環境性能割の電算システムの運営及び管理に関すること。
　　(12)～(14)　［略］
　納税第一課及び納税第二課
　　(１)　［略］
　　(２)　県税、地方法人特別税、特別法人事業税及び軽自動車税
　　　の環境性能割に係る徴収金の徴収及び滞納処分に関すること
　　　。
　　(３)　県税、地方法人特別税及び特別法人事業税に係る過料の
　　　徴収及び滞納処分に関すること。
　　(４)　県税、地方法人特別税、特別法人事業税及び軽自動車税
　　　の環境性能割に係る徴収金の減免に関すること。
　　(５)・(６)　［略］
　　(７)　県税、地方法人特別税、特別法人事業税及び軽自動車税
　　　の環境性能割に係る徴収金及び滞納処分の依頼を受けた税外
　　　収入金の徴収及び滞納処分についての不服申立てに関するこ
　　　と。
　課税第一課及び課税第二課
　　(１)　県民税、事業税、不動産取得税、自動車税（地方税法等

　　　方法によって徴収する自動車税（以下「証紙徴収自動車税」
　　　という。）を除く。）、鉱区税、固定資産税及び狩猟税（以
　　　下「県民税等」という。）並びに地方消費税、県たばこ税、
　　　ゴルフ場利用税、軽油引取税及び産業廃棄物税（以下「地方
　　　消費税等」という。）に係る課税標準の調査に関すること。

　　(２)　［略］
　　(３)　県民税等（不動産取得税、鉱区税及び固定資産税を除く

　　　の一部を改正する等の法律（平成28年法律第13号）による改
　　　正前の地方税法（昭和25年法律第 226号）第２章第８節に規
　　　定する自動車税をいい、証紙徴収の方法によって徴収する自
　　　動車税（以下「証紙徴収自動車税」という。）を除く。）、
　　　自動車税の種別割（証紙徴収の方法によって徴収する自動車
　　　税の種別割（以下「証紙徴収自動車税の種別割」という。）
　　　を除く。）、鉱区税、固定資産税及び狩猟税（以下「県民税
　　　等」という。）並びに地方消費税、県たばこ税、ゴルフ場利
　　　用税、軽油引取税及び産業廃棄物税（以下「地方消費税等」
　　　という。）に係る課税標準の調査に関すること。
　　(２)　［略］
　　(３)　県民税等（不動産取得税、鉱区税及び固定資産税を除く
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　　　。）、地方消費税等及び地方法人特別税に係る更正及び決定
　　　に関すること。
　　(４)　県民税等、地方消費税等及び地方法人特別税に係る賦課
　　　に関すること。
　　(５)　県民税（利子割、配当割及び株式等譲渡所得割に限る｡
　　　）、事業税（法人の事業税に限る。）、地方消費税等及び地
　　　方法人特別税に係る過少申告加算金、不申告加算金及び重加
　　　算金の決定に関すること。
　　(６)～(８)　［略］
　　(９)　県民税等（狩猟税を除く。）、地方消費税等（産業廃棄
　　　物税を除く。）及び地方法人特別税に係る犯則の取締りに関
　　　すること。
　　(10)　県民税等、地方消費税等及び地方法人特別税に係る賦課
　　　に関する不服申立てに関すること。
　　(11)　前各号に掲げるもののほか、県民税等、地方消費税等及
　　　び地方法人特別税の課税に関すること。
　課税第三課
　　(１)　県税及び地方法人特別税に係る徴収金の収納に関するこ
　　　と。
　　(２)　県税及び地方法人特別税に関する証明及び証明手数料の
　　　徴収に関すること。
　　(３)　証紙徴収自動車税及び自動車取得税に係る課税標準の調
　　　査に関すること。

　　(４)　自動車取得税に係る更正及び決定に関すること。

　　(５)　証紙徴収自動車税及び自動車取得税に係る賦課に関する
　　　こと。

　　(６)　自動車取得税に係る過少申告加算金、不申告加算金及び
　　　重加算金に関すること。

　　(７)　証紙徴収自動車税及び自動車取得税に係る犯則の取締り
　　　に関すること。

　　(８)　証紙徴収自動車税及び自動車取得税に係る不服申立てに
　　　関すること。

　　(９)　前各号に掲げるもののほか、証紙徴収自動車税及び自動
　　　車取得税の課税に関すること。

２　前条に規定する日南県税・総務事務所の各課の分掌事務は、次

　　　。）、地方消費税等、地方法人特別税及び特別法人事業税に
　　　係る更正及び決定に関すること。
　　(４)　県民税等、地方消費税等、地方法人特別税及び特別法人
　　　事業税に係る賦課に関すること。
　　(５)　県民税（利子割、配当割及び株式等譲渡所得割に限る｡
　　　）、事業税（法人の事業税に限る。）、地方消費税等、地方
　　　法人特別税及び特別法人事業税に係る過少申告加算金、不申
　　　告加算金及び重加算金の決定に関すること。
　　(６)～(８)　［略］
　　(９)　県民税等（狩猟税を除く。）、地方消費税等（産業廃棄
　　　物税を除く。）、地方法人特別税及び特別法人事業税に係る
　　　犯則の取締りに関すること。
　　(10)　県民税等、地方消費税等、地方法人特別税及び特別法人
　　　事業税に係る賦課に関する不服申立てに関すること。
　　(11)　前各号に掲げるもののほか、県民税等、地方消費税等、
　　　地方法人特別税及び特別法人事業税の課税に関すること。
　課税第三課
　　(１)　県税、地方法人特別税、特別法人事業税及び軽自動車税
　　　の環境性能割に係る徴収金の収納に関すること。
　　(２)　県税、地方法人特別税及び特別法人事業税に関する証明
　　　及び証明手数料の徴収に関すること。
　　(３)　証紙徴収自動車税、証紙徴収自動車税の種別割、自動車
　　　取得税、自動車税の環境性能割及び軽自動車税の環境性能割
　　　に係る課税標準の調査に関すること。
　　(４)　自動車取得税、自動車税の環境性能割及び軽自動車税の
　　　環境性能割に係る更正及び決定に関すること。
　　(５)　証紙徴収自動車税、証紙徴収自動車税の種別割、自動車
　　　取得税、自動車税の環境性能割及び軽自動車税の環境性能割
　　　に係る賦課に関すること。
　　(６)　自動車取得税、自動車税の環境性能割及び軽自動車税の
　　　環境性能割に係る過少申告加算金、不申告加算金及び重加算
　　　金に関すること。
　　(７)　証紙徴収自動車税、証紙徴収自動車税の種別割、自動車
　　　取得税、自動車税の環境性能割及び軽自動車税の環境性能割
　　　に係る犯則の取締りに関すること。
　　(８)　証紙徴収自動車税、証紙徴収自動車税の種別割、自動車
　　　取得税、自動車税の環境性能割及び軽自動車税の環境性能割
　　　に係る不服申立てに関すること。
　　(９)　前各号に掲げるもののほか、証紙徴収自動車税、証紙徴
　　　収自動車税の種別割、自動車取得税、自動車税の環境性能割
　　　及び軽自動車税の環境性能割の課税に関すること。
２　前条に規定する日南県税・総務事務所の各課の分掌事務は、次

　のとおりとする。
　　［略］
　課税課
　　(１)　前項において課税第一課及び課税第二課の分掌事務とし
　　　て掲げられた事務のうち次に掲げるもの以外の事務
　　　ア　［略］
　　　イ　証紙徴収自動車税及び自動車取得税に係る事務
　　　ウ　［略］
　　［略］
３　前条に規定する都城県税・総務事務所及び延岡県税・総務事務
　所の各課の分掌事務は、次のとおりとする。
　　［略］

　のとおりとする。
　　［略］
　課税課
　　(１)　前項において課税第一課及び課税第二課の分掌事務とし
　　　て掲げられた事務のうち次に掲げるもの以外の事務
　　　ア　［略］

　　　イ　［略］
　　［略］
３　前条に規定する都城県税・総務事務所及び延岡県税・総務事務
　所の各課の分掌事務は、次のとおりとする。
　　［略］
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　課税課
　　(１)　第１項において課税第一課及び課税第二課の分掌事務と
　　　して掲げられた事務のうち次に掲げるもの以外の事務
　　　ア　［略］
　　　イ　証紙徴収自動車税及び自動車取得税に係る事務
　　　ウ　［略］
　　［略］
４　前条に規定する小林県税・総務事務所、高鍋県税・総務事務所
　及び日向県税・総務事務所の各課の分掌事務は、次のとおりとす
　る。
　　［略］
　課税課
　　(１)　第１項において課税第一課及び課税第二課の分掌事務と
　　　して掲げられた事務のうち次に掲げるもの以外の事務
　　　ア　［略］
　　　イ　証紙徴収自動車税及び自動車取得税に係る事務
　　　ウ　［略］
　　［略］
　（名称等）
第 262条　法第 138条の４第３項の規定に基づき設置された附属機
　関の名称、担任事務及び主管部課は、次のとおりである。

　課税課
　　(１)　第１項において課税第一課及び課税第二課の分掌事務と
　　　して掲げられた事務のうち次に掲げるもの以外の事務
　　　ア　［略］

　　　イ　［略］
　　［略］
４　前条に規定する小林県税・総務事務所、高鍋県税・総務事務所
　及び日向県税・総務事務所の各課の分掌事務は、次のとおりとす
　る。
　　［略］
　課税課
　　(１)　第１項において課税第一課及び課税第二課の分掌事務と
　　　して掲げられた事務のうち次に掲げるもの以外の事務
　　　ア　［略］

　　　イ　［略］
　　［略］
　（名称等）
第 262条　法第 138条の４第３項の規定に基づき設置された附属機
　関の名称、担任事務及び主管部課は、次のとおりである。

名　　称 担　任　事　務 主管部課
　［略］
宮崎県固定資
産評価審議会

地方税法（昭和25年法律第 226号
）第 388条第１項の規定による固
定資産評価基準の細目及び同法第
 419条第１項の規定による固定資
産の評価等に関する勧告並びにそ
の他固定資産の評価に関する事務

　［略］

　［略］

名　　称 担　任　事　務 主管部課
　［略］
宮崎県固定資
産評価審議会

地方税法第 388条第１項の規定に
よる固定資産評価基準の細目及び
同法第 419条第１項の規定による
固定資産の評価等に関する勧告並
びにその他固定資産の評価に関す
る事務

　［略］

　［略］

　　　附　則
　この規則は、公布の日から施行する。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　宮崎県財務規則の一部を改正する規則をここに公布する。
　　令和元年10月１日
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　宮崎県知事　河　野　俊　嗣
宮崎県規則第16号
　　　宮崎県財務規則の一部を改正する規則
　宮崎県財務規則（昭和39年宮崎県規則第２号）の一部を次のように改正する。
　次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

改正前 改正後
　（出納員への委任）
第５条　会計管理者は、次の各号に掲げる出納員に対して当該各号
　に掲げる会計事務を委任する。
　(１)～(４)の２　［略］
　(５)　宮崎県税・総務事務所以外の県税・総務事務所の納税管理
　　課長（都城県税・総務事務所及び延岡県税・総務事務所にあっ
　　ては、管理課長）である出納員　当該県税・総務事務所に属す
　　る第４号アからキまでに掲げる事務並びに県税に係る徴収金の
　　収納、地方法人特別税に係る徴収金の受入れ並びに収入証紙の
　　出納及び保管を行うこと。

　(５)の２　宮崎県税・総務事務所の管理課長である出納員　宮崎

　（出納員への委任）
第５条　会計管理者は、次の各号に掲げる出納員に対して当該各号
　に掲げる会計事務を委任する。
　(１)～(４)の２　［略］
　(５)　県税・総務事務所の納税管理課長（宮崎県税・総務事務所
　　、都城県税・総務事務所及び延岡県税・総務事務所にあっては
　　、管理課長）である出納員　当該県税・総務事務所に属する第
　　４号アからキまでに掲げる事務並びに県税に係る徴収金の収納
　　、地方法人特別税、特別法人事業税及び軽自動車税の環境性能
　　割に係る徴収金の受入れ並びに収入証紙の出納及び保管に関す
　　ること。
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　　県税・総務事務所に属する第４号アからキまでに掲げる事務並
　　びに県税に係る徴収金の収納、地方法人特別税に係る徴収金の
　　受入れ並びに収入証紙の出納及び保管に関すること。
　(５)の３～(７)　［略］
　（整理区分）
第 141条　前条の歳入歳出外現金及び保管有価証券は、次の区分に
　よって整理しなければならない。
　(１)　［略］
　(２)　保管金
　　ア～エ　［略］
　　オ　地方法人特別税に係る徴収金

　(３)～(５)　［略］
２　［略］
別表第３（第７条関係）

　(５)の２～(７)　［略］
　（整理区分）
第 141条　前条の歳入歳出外現金及び保管有価証券は、次の区分に
　よって整理しなければならない。
　(１)　［略］
　(２)　保管金
　　ア～エ　［略］
　　オ　地方法人特別税及び特別法人事業税に係る徴収金
　　カ　軽自動車税の環境性能割に係る徴収金
　(３)～(５)　［略］
２　［略］
別表第３（第７条関係）

　［略］
県税・総務事務所
の出納員

　［略］ １　県税に係る徴収金
　及び依頼を受けた県
　税外収入金の収納並
　びに地方法人特別税
　に係る徴収金の受入
　れに関すること。

２　［略］
　［略］

　［略］
県税・総務事務所
の出納員

　［略］ １　県税に係る徴収金
　及び依頼を受けた県
　税外収入金の収納並
　びに地方法人特別税
　、特別法人事業税及
　び軽自動車税の環境
　性能割に係る徴収金
　の受入れに関するこ
　と。
２　［略］

　［略］

　　　附　則
　この規則は、公布の日から施行する。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　宮崎県税条例施行規則の一部を改正する規則をここに公布する。
　　令和元年10月１日
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　宮崎県知事　河　野　俊　嗣
宮崎県規則第17号
　　　宮崎県税条例施行規則の一部を改正する規則
　宮崎県税条例施行規則（昭和39年宮崎県規則第３号）の一部を次のように改正する。
　次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

改正前 改正後
目次
　第１章　［略］
　第２章　普通税
　　第１節～第４節　［略］
　　第５節　ゴルフ場利用税（第57条－第62条）
　　第６節　自動車取得税（第63条―第69条）
　　第６節の２　軽油引取税（第70条―第80条の４）
　　第７節　自動車税（第81条―第84条の５）
　　第８節・第９節　［略］
　第３章　［略］
　附則
　（納税通知書等の様式）
第５条　［略］
２　所長は、納税者又は特別徴収義務者から前項の納付書又は納入
　書によらない文書により徴収金（自動車税に係る徴収金を除く｡

目次
　第１章　［略］
　第２章　普通税
　　第１節～第４節　［略］
　　第５節　ゴルフ場利用税（第57条－第69条）

　　第６節　軽油引取税（第70条―第80条の４）
　　第７節　自動車税（第81条―第84条の９）
　　第８節・第９節　［略］
　第３章　［略］
　附則
　（納税通知書等の様式）
第５条　［略］
２　所長は、納税者又は特別徴収義務者から前項の納付書又は納入
　書によらない文書により徴収金（種別割に係る徴収金を除く。）
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　）を納付し、又は納入したい旨の申出を受けた場合には、当該文
　書が同項に定める納付書又は納入書に準ずるものであるときに限
　り、これを同項の納付書又は納入書に代えて使用させることがで
　きる。
　（徴収金の納付又は納入）
第７条　納税者又は特別徴収義務者は、徴収金を納付し、又は納入
　しようとするときは、納税通知書（自動車税用（口座振替用を除
　く。）に限る。）、納付書又は納入書によって指定金融機関、指
　定代理金融機関、収納代理金融機関若しくは地方自治法施行令（
　昭和22年政令第16号）第 158条の２第１項の規定により収納の事
　務の委託を受けた者又は県税・総務事務所の出納員に納付し、又
　は納入しなければならない。
　（出納員の徴収金の収納）
第８条　［略］

　（徴収金の還付又は充当の通知）
第16条　［略］
２　所長は、次の各号のいずれかに該当する場合においては、直ち
　に前項の通知書によって通知しなければならない。
　(１)～(４)　［略］
　(５)　法第 125条第６項及び第 126条第１項の規定により自動車
　　取得税に係る徴収金を還付する場合又は法第 125条第７項（法
　　第 126条第２項において準用する場合を含む。）の規定により
　　当該還付すべき額を未納の徴収金に充当した場合
　(６)　［略］
３　［略］
　（自動車取得税に係る徴収金の徴収の嘱託等）
第20条の２　宮崎県税・総務事務所長は、自動車取得税を納付すべ
　き者が、納期限を経過してもなお徴収金を納付しない場合におい
　て、次の各号のいずれかに該当するときは、当該各号に掲げる所
　長に徴収の嘱託をするものとする。
　(１)・(２)　［略］
２～４　［略］
　（納税管理人の申告等）
第24条　法第29条第１項、第72条の９第１項、第73条の10第１項、
　第79条第１項、第 157条第１項及び第 190条第１項並びに第 745
　条第１項において準用する第 355条第１項の規定により納税管理
　人の申告又は申請をすべき納税義務者又は特別徴収義務者（以下
　この条において「納税義務者等」という。）は、納税管理人申告

　を納付し、又は納入したい旨の申出を受けた場合には、当該文書
　が同項に定める納付書又は納入書に準ずるものであるときに限り
　、これを同項の納付書又は納入書に代えて使用させることができ
　る。
　（徴収金の納付又は納入）
第７条　納税者又は特別徴収義務者は、徴収金を納付し、又は納入
　しようとするときは、納税通知書（自動車税種別割用（口座振替
　用を除く。）に限る。）、納付書又は納入書によって指定金融機
　関、指定代理金融機関、収納代理金融機関若しくは地方自治法施
　行令（昭和22年政令第16号）第 158条の２第１項の規定により収
　納の事務の委託を受けた者又は県税・総務事務所の出納員に納付
　し、又は納入しなければならない。
　（出納員の徴収金等の収納）
第８条　［略］
２　出納員又は金銭分任出納員は、差押物件公売代金（差押財産を
　入札又は競り売りの方法により売却して得た代金をいう。）を収
　納する場合においては、現金領収証書（別記様式第11号の２）に
　よって領収することができる。
　（徴収金の還付又は充当の通知）
第16条　［略］
２　所長は、次の各号のいずれかに該当する場合においては、直ち
　に前項の通知書によって通知しなければならない。
　(１)～(４)　［略］
　(５)　法第 164条第６項及び第 165条第２項の規定により環境性
　　能割に係る徴収金を還付する場合又は法第 164条第７項（法第
　　 165条第３項において準用する場合を含む。）の規定により当
　　該還付すべき額を未納の徴収金に充当した場合
　(６)　［略］
３　［略］
　（環境性能割に係る徴収金の徴収の嘱託等）
第20条の２　宮崎県税・総務事務所長は、環境性能割を納付すべき
　者が、納期限を経過してもなお徴収金を納付しない場合において
　、次の各号のいずれかに該当するときは、当該各号に掲げる所長
　に徴収の嘱託をするものとする。
　(１)・(２)　［略］
２～４　［略］
　（納税管理人の申告等）
第24条　法第29条第１項、第72条の９第１項、第73条の10第１項、
　第79条第１項、第 153条第１項及び第 190条第１項並びに第 745
　条第１項において準用する第 355条第１項の規定により納税管理
　人の申告又は申請をすべき納税義務者又は特別徴収義務者（以下
　この条において「納税義務者等」という。）は、納税管理人申告

　（申請）書（別記様式第38号）を所長に提出しなければならない
　。納税管理人を変更し、又は変更しようとする場合その他申告し
　、又は申請した事項に異動が生じた場合も、同様とする。
２　［略］
３　法第29条第２項、第72条の９第２項、第73条の10第２項、第79
　条第２項、第 157条第２項及び第 190条第２項並びに第 745条第
　１項において準用する第 355条第２項の規定により納税義務者等
　に係る県税の徴収の確保に支障がないことについての認定の申請
　をする納税義務者等は、納税管理人不設置申請書（別記様式第38
　号の３）を所長に提出しなければならない。
４・５　［略］
　（過料処分の決定通知）

　（申請）書（別記様式第38号）を所長に提出しなければならない
　。納税管理人を変更し、又は変更しようとする場合その他申告し
　、又は申請した事項に異動が生じた場合も、同様とする。
２　［略］
３　法第29条第２項、第72条の９第２項、第73条の10第２項、第79
　条第２項、第 153条第２項及び第 190条第２項並びに第 745条第
　１項において準用する第 355条第２項の規定により納税義務者等
　に係る県税の徴収の確保に支障がないことについての認定の申請
　をする納税義務者等は、納税管理人不設置申請書（別記様式第38
　号の３）を所長に提出しなければならない。
４・５　［略］
　（過料処分の決定通知）
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第25条　知事は、条例第21条、第35条、第39条、第42条の５、第55
　条の２、第64条、第69条及び第85条の４の規定によって過料を科
　する場合においては、過料処分決定通知書（別記様式第39号）に
　よって通知するとともに、納入通知書（別記様式第40号）によっ
　て、その発付の日から起算して10日を経過した日を納期限と定め
　、納入の告知をしなければならない。
　（災害による自動車税及び鉱区税の減免）
第30条　条例第23条の表第７号に掲げる者に対する自動車税又は同
　表第８号に掲げる者に対する鉱区税の減免については、災害を受
　けた日以後に納期が到来する当該年度分の自動車税又は鉱区税の
　税額の２分の１の額を軽減する。

２　前項の規定により、自動車税又は鉱区税の軽減を受けようとす
　る者は、災害のやんだ日から60日以内に、自動車税（鉱区税）軽
　減申請書（別記様式第70号）を所長に提出しなければならない。

　（納税済印）
第32条の２　条例第62条の２第３項の納税済印の印影のひな形は、
　別記様式第72号の２による。
　　　　第６節　自動車取得税
　（自動車取得税申告書等の様式）
第63条　法第 123条第２項に規定する自動車取得税の修正申告書は
　、別記様式第 172号による。
　（自動車取得税の非課税対象路線）
第63条の２　条例附則第11条の規則で定める路線は、道路運送法（
　昭和26年法律第 183号）第３条第１号イに規定する一般乗合旅客
　自動車運送事業を経営する者が、地域住民の生活に必要な路線で
　輸送人員の減少等により運行の維持が困難になっているものとし
　て、県からその運行の用に供する車両購入に係る補助金の交付を
　受けて取得した一般乗合用バスを運行の用に供する路線とする。
　（譲渡担保財産の取得に対して課する自動車取得税の徴収猶予の
　申告手続）
第64条　法第 125条第２項の規定により徴収猶予の申告をしようと
　する者は、自動車取得税徴収猶予申告書（別記様式第 173号）に
　当該事実を証明する書類を添えて宮崎県税・総務事務所長に提出
　しなければならない。
　（自動車取得税の納付義務の免除又は還付の手続）
第65条　法第 125条第１項若しくは第６項又は法第 126条第１項の
　規定により納付義務の免除又は還付を受けようとする者は、自動

第25条　知事は、条例第21条、第35条、第39条、第42条の５、第63
　条の３、第64条、第69条及び第85条の４の規定によって過料を科
　する場合においては、過料処分決定通知書（別記様式第39号）に
　よって通知するとともに、納入通知書（別記様式第40号）によっ
　て、その発付の日から起算して10日を経過した日を納期限と定め
　、納入の告知をしなければならない。
　（災害による種別割及び鉱区税の減免）
第30条　条例第23条の表第７号に掲げる者に対する種別割の減免に
　ついては、その者の所有に係る自動車（法第 147条第１項の規定
　の適用を受ける売買契約に係る自動車であって、その者の使用に
　係るものを含む。）について、災害を受けた日の属する年度分の
　種別割の税額の２分の１の額を軽減する。
２　条例第23条の表第８号に掲げる者に対する鉱区税の減免につい
　ては、災害を受けた日以後に納期限が到来する当該年度分の鉱区
　税の税額の２分の１の額を軽減する。
３　前２項の規定により、種別割又は鉱区税の軽減を受けようとす
　る者は、災害のやんだ日から60日以内に、自動車税種別割（鉱区
　税）軽減申請書（別記様式第70号）を所長に提出しなければなら
　ない。
　（納税済印）
第32条の２　条例第62条の３第３項の納税済印の印影のひな形は、
　別記様式第72号の２による。

第63条から第69条まで　削除

　車取得税納付義務免除（還付）申請書（別記様式第 174号）に当
　該納付義務の免除（還付）の理由に該当することを証明する書類
　を添えて宮崎県税・総務事務所長に提出しなければならない。
２　宮崎県税・総務事務所長は、前項の申請に対しその承認又は否
　認を決定した場合においては、自動車取得税納付義務免除（還付
　）申請に対する決定通知書（別記様式第 175号）によって通知し
　なければならない。
　（自動車取得税に係る更正又は決定の通知等）
第66条　宮崎県税・総務事務所長は、法第 129条第４項の規定によ
　り自動車取得税に係る更正又は決定の通知をする場合は、自動車
　取得税更正（決定）通知書（別記様式第 176号）によって通知し
　なければならない。
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２　宮崎県税・総務事務所長は、法第 132条第６項の規定により自
　動車取得税に係る過少申告加算金額若しくは不申告加算金額又は
　法第 133条第５項の規定により重加算金額の決定の通知をすると
　きは、自動車取得税更正（決定）通知書又は自動車取得税過少申
　告・不申告・重加算金決定通知書（別記様式第 177号）によって
　通知しなければならない。
　（身体障害者等の範囲）
第67条　条例第55条第３号に規定する身体障害者は、次の各号のい
　ずれかに該当する者とする。
　(１)　身体障害者手帳（身体障害者福祉法（昭和24年法律第 283
　　号）第15条第４項に規定する身体障害者手帳をいう。以下同じ
　　。）の交付を受けている者のうち、次の表の左欄に掲げる障害
　　の区分に応じ、それぞれ同表の右欄に掲げる身体障害者福祉法
　　施行規則（昭和25年厚生省令第15号）別表第５号に定める障害
　　の級別に該当する障害を有する者

障害の区分 障害の級別
視覚障害 １級から３級までの各級及び４級の１
聴覚障害 ２級及び３級
平衡機能障害 ３級
音声機能障害 ３級（喉頭摘出手術を受けた者に限る。

）。ただし、身体障害者が取得し、又は
所有する自動車（身体障害者で年齢18歳
未満のものと生計を一にする者が取得し
、又は所有する自動車を含む。）を当該
身体障害者のために当該身体障害者と生
計を一にする者が運転する場合（以下「
生計同一者運転」という。）又は当該身
体障害者（身体障害者等のみで構成され
る世帯に属する者に限る。以下この条に
おいて同じ。）のために当該身体障害者
を常時介護する者が運転する場合（以下
「常時介護者運転」という。）を除く。

上肢不自由 １級、２級の１、２級の２及び２級（両
上肢に障害があり、身体障害者手帳の旅
客鉄道株式会社運賃減額欄に第１種と記
載がある者に限る。）

下肢不自由 １級から６級までの各級。ただし、生計
同一者運転又は常時介護者運転は１級、
２級及び３級の１

体幹不自由 １級から３級までの各級及び５級。ただ
し、生計同一者運転又は常時介護者運転
は１級から３級までの各級

乳幼児期
以前の非
進行性の
脳病変に
よる運動
機能障害

上肢
機能

１級及び２級（両上肢に障害がある者に
限る。）

移動
機能

１級から６級までの各級。ただし、生計
同一者運転又は常時介護者運転は１級か
ら３級までの各級

心臓機能障害 １級及び３級
じん臓機能障害 １級及び３級
呼吸器機能障害 １級及び３級
ぼうこう又は直
腸の機能障害

１級及び３級

小腸機能障害 １級及び３級
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　(２)　身体障害者手帳の交付を受けている者のうち、異なる障害
　　区分の重複による併合障害を有する者についてはその障害の級
　　別が１級から４級までの各級の者。ただし、生計同一者運転又
　　は常時介護者運転は障害の級別が１級から３級までの各級の者
　(３)　戦傷病者特別援護法（昭和38年法律第 168号）第４条第１
　　項及び第２項の規定により戦傷病者手帳の交付を受けている者
　　のうち、次の表の左欄に掲げる障害の区分に応じ、それぞれ同
　　表の右欄に掲げる恩給法（大正12年法律第48号）別表第１号表
　　ノ２又は第１号表ノ３に定める重度障害の程度又は障害の程度
　　に該当する障害を有する者

２　第55条第３号に規定する精神障害者は、次の各号のいずれかに
　該当する者とする。
　(１)　別に定めるところにより療育手帳の交付を受けている者（
　　以下「療育手帳所持者」という。）のうち、障がいの程度が総
　　合判定Ａのもの。ただし、療育手帳所持者が取得し、又は所有
　　する自動車（療育手帳所持者で自ら運転しないものと生計を一
　　にする者が取得し、又は所有する自動車を含む。）を当該療育
　　手帳所持者のために当該療育手帳所持者と生計を一にする者が
　　運転する場合又は当該療育手帳所持者（身体障害者等のみで構
　　成される世帯に属する者に限る。以下この条において同じ。）
　　のために当該療育手帳所持者を常時介護する者が運転する場合
　　で、特別支援学校（学校教育法第１条に規定する特別支援学校
　　をいう。）への通学に利用する者については障がいの程度が総
　　合判定Ａ、Ｂ１及びＢ２の者
　(２)　精神保健及び精神障害者福祉に関する法律（昭和25年法律
　　第 123号）第45条第２項の規定により精神障害者保健福祉手帳
　　の交付を受けている者のうち、精神保健及び精神障害者福祉に

ヒト免疫不全ウ
イルスによる免
疫機能障害

１級から３級までの各級

肝臓機能障害 １級から３級までの各級

障害の区分 重度障害の程度又は障害の程度
視覚障害 特別項症から第４項症までの各項症
聴覚障害 特別項症から第４項症までの各項症
平衡機能障害 特別項症から第４項症までの各項症
音声機能障害 特別項症から第２項症までの各項症（喉

頭摘出手術を受けた者に限る。）。ただ
し、生計同一者運転又は常時介護者運転
を除く。

上肢不自由 特別項症から第３項症までの各項症
下肢不自由 特別項症から第６項症までの各項症及び

第１款症から第３款症までの各款症。た
だし、生計同一者運転又は常時介護者運
転は特別項症から第３項症までの各項症

体幹不自由 特別項症から第６項症までの各項症及び
第１款症から第３款症までの各款症。た
だし、生計同一者運転又は常時介護者運
転は特別項症から第４項症までの各項症

心臓機能障害 特別項症から第３項症までの各項症
じん臓機能障害 特別項症から第３項症までの各項症
呼吸器機能障害 特別項症から第３項症までの各項症
ぼうこう又は直
腸の機能障害

特別項症から第３項症までの各項症

小腸機能障害 特別項症から第３項症までの各項症
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　　関する法律施行令（昭和25年政令第 155号）第６条第３項に定
　　める１級の障害を有するもの
　（自動車取得税の減免）
第68条　条例第55条第１号から第３号までに掲げる自動車の取得に
　対する自動車取得税の減免については、当該自動車取得税の税額
　の全部を免除するものとする。ただし、条例第55条第３号の規定
　による自動車取得税の減免については、 250万円に身体障害者等
　が運転するため又は身体障害者等が利用するための当該自動車に
　係る特別の仕様による製造又は装置の変更に要した額を加算した
　額に、法第 119条又は法附則第12条の２の２及び第12条の２の４
　の規定を適用して算出した額を上限として減免する。
２　条例第55条第４号に掲げる自動車の取得に対する自動車取得税
　の減免については、次の各号に掲げる自動車の取得の区分に応じ
　、当該各号に定める税額を減免するものとする。
　(１)　構造上身体障害者等の利用に供するためのものと認められ
　　る自動車のうち、構造上専ら身体障害者等の利用に供するもの
　　の取得　全額
　(２)　構造上身体障害者等の利用に供するためのものと認められ
　　る自動車のうち、構造上身体障害者等以外の者の利用にも併せ
　　て供するものの取得　当該自動車の取得価額のうち、身体障害
　　者等の利用に供するための構造変更に要した金額に当該自動車
　　に係る自動車取得税の税率を乗じて得た額に相当する額
　(３)　専ら身体障害者等が運転するための構造変更がなされた自
　　動車で営業用のものの取得　当該自動車の取得価額のうち、身
　　体障害者等が運転するための構造変更に要した金額に当該自動
　　車に係る自動車取得税の税率を乗じて得た額に相当する額
３　前２項の規定により、自動車取得税の減免を受けようとする者
　は、自動車取得税申告書の提出の際に、当該申告書とあわせて自
　動車取得税減免申請書（別記様式第 178号）を宮崎県税・総務事
　務所長に提出しなければならない。ただし、条例第55条第３号又
　は第４号の規定により自動車取得税の減免を受けようとする者で
　、当該申請書を当該申告書の提出の際に提出できない特別の事情
　があったと認められたものは、この限りでない。
４　前項の場合において、既に自動車取得税につき条例第55条第３
　号に規定する減免を受けたことがある申請者は、当該申請の直前
　に受けた減免に係る自動車を使用及び所有していないことを証す
　る書類を添付しなければならない。
５　宮崎県税・総務事務所長は、第３項の申請に対し、その承認又
　は否認を決定したときは、自動車取得税減免承認（否認）決定通
　知書（別記様式第 179号）によって通知しなければならない。
　（自動車取得税額の交付額の算定に用いる資料に関する報告）
第69条　市町村長は、省令第８条の26の規定により、自動車取得税
　額の交付額の算定に用いる道路延長及び道路面積に関する資料そ
　の他必要な資料を、別に定めるところによって知事に報告しなけ
　ればならない。
　　　　第６節の２　軽油引取税
　（自動車税の非課税の対象となる法人）
第81条　条例第60条第３項に規定する営利を目的としない法人で規
　則に定めるものは、普通地方公共団体が資本金又は基本金の全部
　を出資している法人及び公益財団法人宮崎県健康づくり協会とす
　る。
　（自動車税の非課税の承認申請）
第81条の２　条例第60条第１項ただし書の規定により、非課税の承
　認を受けようとする者は、自動車税非課税承認申請書（別記様式

　　　　第６節　軽油引取税
　（種別割の非課税の対象となる法人）
第81条　条例第60条の２第２項に規定する営利を目的としない法人
　で規則に定めるものは、普通地方公共団体が資本金又は基本金の
　全部を出資している法人及び公益財団法人宮崎県健康づくり協会
　とする。
　（種別割の非課税の承認申請）
第81条の２　条例第60条の２第１項ただし書の規定により、非課税
　の承認を受けようとする者は、自動車税種別割非課税承認申請書
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　第 193号）を所長に提出しなければならない。
２　所長は、前項の申請に対し、その承認又は否認を決定したとき
　は、自動車税非課税承認（否認）通知書（別記様式第 194号）に
　よって通知しなければならない。
３　［略］

第82条　削除

　（自動車税報告書の様式）
第83条　［略］

　（自動車税の納税証明）
第84条　所長は、道路運送車両法（昭和26年法律第 185号）第62条
　第２項（同法第67条第４項において準用する場合を含む。）の規
　定により自動車検査証の返付を受けようとする者から、同法第97
　条の２第１項に規定する書面の交付の申請があった場合において
　は、当該請求に係る自動車税に滞納がないとき、又は滞納の原因
　が天災その他やむを得ない事由によるものであるときに限り、自
　動車税納税証明書（別記様式第 196号）を交付しなければならな
　い。
２　所長は、当該請求に係る自動車税の税額が確定していない場合
　においては、前項の証明書に納付すべき税額が確定していない旨
　を記載して交付しなければならない。

　（別記様式第 193号）を所長に提出しなければならない。
２　所長は、前項の申請に対し、その承認又は否認を決定したとき
　は、自動車税種別割非課税承認（否認）通知書（別記様式第 194
　号）によって通知しなければならない。
３　［略］
　（環境性能割修正申告書の様式）
第82条　法第 161条第２項に規定する環境性能割の修正申告書は、
　別記様式第 195号による。
　（種別割報告書の様式）
第83条　［略］
　（環境性能割の非課税対象路線）
第83条の２　条例附則第11条の規則で定める路線は、道路運送法（
　昭和26年法律第 183号）第３条第１号イに規定する一般乗合旅客
　自動車運送事業を経営する者が、地域住民の生活に必要な路線で
　輸送人員の減少等により運行の維持が困難になっているものとし
　て、県からその運行の用に供する車両購入に係る補助金の交付を
　受けて取得した一般乗合用バスを運行の用に供する路線とする。
　（譲渡担保財産の取得に対して課する環境性能割の徴収猶予の申
　告手続）
第83条の３　法第 164条第２項の規定により徴収猶予の申告をしよ
　うとする者は、自動車税環境性能割徴収猶予申告書（別記様式第
　 195号の３）に当該事実を証明する書類を添えて宮崎県税・総務
　事務所長に提出しなければならない。
　（種別割の納税証明）
第84条　所長は、道路運送車両法（昭和26年法律第 185号）第62条
　第２項（同法第67条第４項において準用する場合を含む。）の規
　定により自動車検査証の返付を受けようとする者から、同法第97
　条の２第１項に規定する書面の交付の申請があった場合において
　は、当該請求に係る種別割に滞納がないとき、又は滞納の原因が
　天災その他やむを得ない事由によるものであるときに限り、自動
　車税種別割納税証明書（別記様式第 196号）を交付しなければな
　らない。
２　所長は、当該請求に係る種別割の税額が確定していない場合に
　おいては、前項の証明書に納付すべき税額が確定していない旨を
　記載して交付しなければならない。
　（身体障害者等の範囲）
第84条の２　条例第64条の２に規定する身体障害者等は、次の各号
　のいずれかに該当する者とする。
　(１)　身体障害者手帳（身体障害者福祉法（昭和24年法律第 283
　　号）第15条第４項に規定する身体障害者手帳をいう。以下同じ
　　。）の交付を受けている者のうち、次の表の左欄に掲げる障害
　　の区分に応じ、それぞれ同表の右欄に掲げる身体障害者福祉法
　　施行規則（昭和25年厚生省令第15号）別表第５号に定める障害
　　の級別に該当する障害を有する者

障害の区分 障害の級別
視覚障害 １級から３級までの各級及び４級の１
聴覚障害 ２級及び３級
平衡機能障害 ３級
音声機能障害 ３級（喉頭摘出手術を受けた者に限る。

）。ただし、身体障害者が取得し、又は
所有する自動車（身体障害者で年齢18歳
未満のものと生計を一にする者が取得し
、又は所有する自動車を含む。）を当該
身体障害者のために当該身体障害者と生
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　(２)　身体障害者手帳の交付を受けている者のうち、異なる障害
　　区分の重複による併合障害を有する者についてはその障害の級
　　別が１級から４級までの各級の者。ただし、生計同一者運転又
　　は常時介護者運転は障害の級別が１級から３級までの各級の者
　(３)　戦傷病者特別援護法（昭和38年法律第 168号）第４条第１
　　項及び第２項の規定により戦傷病者手帳の交付を受けている者
　　のうち、次の表の左欄に掲げる障害の区分に応じ、それぞれ同
　　表の右欄に掲げる恩給法（大正12年法律第48号）別表第１号表
　　ノ２又は第１号表ノ３に定める重度障害の程度又は障害の程度
　　に該当する障害を有する者

障害の区分 重度障害の程度又は障害の程度
視覚障害 特別項症から第４項症までの各項症
聴覚障害 特別項症から第４項症までの各項症
平衡機能障害 特別項症から第４項症までの各項症
音声機能障害 特別項症から第２項症までの各項症（喉

頭摘出手術を受けた者に限る。）。ただ
し、生計同一者運転又は常時介護者運転
を除く。

上肢不自由 特別項症から第３項症までの各項症
下肢不自由 特別項症から第６項症までの各項症及び

第１款症から第３款症までの各款症。た

計を一にする者が運転する場合（以下「
生計同一者運転」という。）又は当該身
体障害者（身体障害者等のみで構成され
る世帯に属する者に限る。以下この条に
おいて同じ。）のために当該身体障害者
を常時介護する者が運転する場合（以下
「常時介護者運転」という。）を除く。

上肢不自由 １級、２級の１、２級の２及び２級（両
上肢に障害があり、身体障害者手帳の旅
客鉄道株式会社運賃減額欄に第１種と記
載がある者に限る。）

下肢不自由 １級から６級までの各級。ただし、生計
同一者運転又は常時介護者運転は１級、
２級及び３級の１

体幹不自由 １級から３級までの各級及び５級。ただ
し、生計同一者運転又は常時介護者運転
は１級から３級までの各級

乳幼児期
以前の非
進行性の
脳病変に
よる運動
機能障害

上肢
機能

１級及び２級（両上肢に障害がある者に
限る。）

移動
機能

１級から６級までの各級。ただし、生計
同一者運転又は常時介護者運転は１級か
ら３級までの各級

心臓機能障害 １級及び３級
じん臓機能障害 １級及び３級
呼吸器機能障害 １級及び３級
ぼうこう又は直
腸の機能障害

１級及び３級

小腸機能障害 １級及び３級
ヒト免疫不全ウ
イルスによる免
疫機能障害

１級から３級までの各級

肝臓機能障害 １級から３級までの各級
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　(４)　別に定めるところにより療育手帳の交付を受けている者（	
　　以下「療育手帳所持者」という。）のうち、障がいの程度が総
　　合判定Ａのもの。ただし、療育手帳所持者が取得し、又は所有
　　する自動車（療育手帳所持者で自ら運転しないものと生計を一
　　にする者が取得し、又は所有する自動車を含む。）を当該療育
　　手帳所持者のために当該療育手帳所持者と生計を一にする者が
　　運転する場合又は当該療育手帳所持者（身体障害者等のみで構
　　成される世帯に属する者に限る。以下この条において同じ。）
　　のために当該療育手帳所持者を常時介護する者が運転する場合
　　で、特別支援学校（学校教育法第１条に規定する特別支援学校
　　をいう。）への通学に利用する者については障がいの程度が総
　　合判定Ａ、Ｂ１及びＢ２の者
　(５)　精神保健及び精神障害者福祉に関する法律（昭和25年法律
　　第 123号）第45条第２項の規定により精神障害者保健福祉手帳
　　の交付を受けている者のうち、精神保健及び精神障害者福祉に
　　関する法律施行令（昭和25年政令第 155号）第６条第３項に定
　　める１級の障害を有するもの
　（環境性能割の減免）
第84条の３　条例第64条の２及び第64条の７に規定する自動車の取
　得に対する環境性能割の減免については、当該環境性能割の税額
　の全部を免除するものとする。ただし、条例第64条の２の規定に
　よる環境性能割の減免については、 250万円に身体障害者等が運
　転するため又は身体障害者等が利用するための当該自動車に係る
　特別の仕様による製造又は装置の変更に要した額を加算した額に
　、法第 157条又は法附則第12条の２の12及び第12条の２の13の規
　定を適用して算出した額を上限として減免する。
２　条例第64条の４に規定する自動車の取得に対する環境性能割の
　減免については、次の各号に掲げる自動車の取得の区分に応じ、
　当該各号に定める税額を減免するものとする。
　(１)　構造上身体障害者等の利用に供するためのものと認められ
　　る自動車のうち、構造上専ら身体障害者等の利用に供するもの
　　の取得　全額
　(２)　構造上身体障害者等の利用に供するためのものと認められ
　　る自動車のうち、構造上身体障害者等以外の者の利用にも併せ
　　て供するものの取得　当該自動車の取得価額のうち、身体障害
　　者等の利用に供するための構造変更に要した金額に当該自動車
　　に係る環境性能割の税率を乗じて得た額に相当する額
　(３)　専ら身体障害者等が運転するための構造変更がなされた自
　　動車で営業用のものの取得　当該自動車の取得価額のうち、身
　　体障害者等が運転するための構造変更に要した金額に当該自動
　　車に係る環境性能割の税率を乗じて得た額に相当する額
３　前２項の規定により、環境性能割の減免を受けようとする者は

だし、生計同一者運転又は常時介護者運
転は特別項症から第３項症までの各項症

体幹不自由 特別項症から第６項症までの各項症及び
第１款症から第３款症までの各款症。た
だし、生計同一者運転又は常時介護者運
転は特別項症から第４項症までの各項症

心臓機能障害 特別項症から第３項症までの各項症
じん臓機能障害 特別項症から第３項症までの各項症
呼吸器機能障害 特別項症から第３項症までの各項症
ぼうこう又は直
腸の機能障害

特別項症から第３項症までの各項症

小腸機能障害 特別項症から第３項症までの各項症
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　（自動車税の減免の対象となる自動車）
第84条の２　条例第66条第２号に規定する公益上その他特別の事情
　により自動車税の減免を必要とすると認める自動車で規則で定め
　るものは、次に掲げるものとする。
　(１)～(５)　［略］
　（自動車税の減免）
第84条の３　条例第64条の２、第64条の３、第65条又は第66条の規
　定による自動車税の減免については、当該自動車税の税額の全部
　を免除するものとする。ただし、条例第64条の２の規定による自
　動車税の減免については、次の各号に掲げる自動車の区分に応じ
　、当該各号に定める額（自動車税の賦課期日以後に納税義務が発
　生した者にあってはその発生した月の翌月から、同期日以後に納
　税義務が消滅した者にあってはその消滅した月までの月割をもっ
　て計算した額に相当する額）を上限として減免する。
　(１)・(２)　［略］
２　条例第64条の４に規定する中古自動車販売業者は、次の各号に
　掲げる要件に該当する者とし、同条の規定による自動車税の減免
　については、自動車税の年税額の12分の３に相当する額（法第 1
　50条第２項の規定により月割をもって課する自動車税の税額が当
　該自動車税の年税額の12分の３に満たない場合にあっては、月割
　をもって課する自動車税の税額に相当する額）を免除するものと
　する。
　(１)　減免対象自動車を含め当該中古自動車販売業者に係る自動
　　車税について滞納がないこと及び当該年度に係る自動車税につ
　　いて納期内に納付していること。
　(２)・(３)　［略］
３　前２項の規定により自動車税の減免を受けようとする者は、自
　動車税減免申請書（別記様式第 196号の２）を、普通徴収の方法

　、自動車税環境性能割申告書の提出の際に、当該申告書とあわせ
　て自動車税環境性能割減免申請書（別記様式第 196号の２）を宮
　崎県税・総務事務所長に提出しなければならない。ただし、条例
　第64条の２又は第64条の４の規定により環境性能割の減免を受け
　ようとする者で、当該申請書を当該申告書の提出の際に提出でき
　ない特別の事情があったと認められたものは、この限りでない。
４　前項の場合において、既に環境性能割につき条例第64条の２に
　規定する減免を受けたことがある申請者は、当該申請の直前に受
　けた減免に係る自動車を使用及び所有していないことを証する書
　類を添付しなければならない。
５　宮崎県税・総務事務所長は、第３項の申請に対し、その承認又
　は否認を決定したときは、自動車税環境性能割減免承認（否認）
　決定通知書（別記様式第 196号の２の２）によって通知しなけれ
　ばならない。
　（種別割の減免の対象となる自動車）
第84条の４　条例第66条第２号に規定する公益上その他特別の事情
　により種別割の減免を必要とすると認める自動車で規則で定める
　ものは、次に掲げるものとする。
　(１)～(５)　［略］
　（種別割の減免）
第84条の５　条例第64条の３、第64条の５、第65条又は第66条の規
　定による種別割の減免については、当該種別割の税額の全部を免
　除するものとする。ただし、条例第64条の３の規定による種別割
　の減免については、次の各号に掲げる自動車の区分に応じ、当該
　各号に定める額（種別割の賦課期日以後に納税義務が発生した者
　にあってはその発生した月の翌月から、同期日以後に納税義務が
　消滅した者にあってはその消滅した月までの月割をもって計算し
　た額に相当する額）を上限として減免する。
　(１)・(２)　［略］
２　条例第64条の６に規定する中古自動車販売業者は、次の各号に
　掲げる要件に該当する者とし、同条の規定による種別割の減免に
　ついては、種別割の年税額の12分の３に相当する額（法第 177条
　の10第２項の規定により月割をもって課する種別割の税額が当該
　種別割の年税額の12分の３に満たない場合にあっては、月割をも
　って課する種別割の税額に相当する額）を免除するものとする。

　(１)　減免対象自動車を含め当該中古自動車販売業者に係る種別
　　割について滞納がないこと及び当該年度に係る種別割について
　　納期内に納付していること。
　(２)・(３)　［略］
３　前２項の規定により種別割の減免を受けようとする者は、自動
　車税種別割減免申請書（別記様式第 196号の２の３）を、普通徴

　によって徴収されるものにあっては納期限までに、証紙徴収の方
　法によって徴収されるものにあっては現金により自動車税額に相
　当する金額を納付することによってその税金を払い込むこととさ
　れている際に所長に提出しなければならない。ただし、条例第64
　条の２又は第64条の３の規定により自動車税の減免を受けようと
　する者で、当該申請書を提出期限までに提出できない特別の事情
　があったと認められたものは、この限りでない。
４　前項の規定中普通徴収の方法によって徴収される自動車税に関
　する規定は、第１項の規定により当該年度の前年度において自動
　車税の減免を受けた者で当該年度の賦課期日において減免の事由
　に変更がないものについては、適用しない。この場合において、
　当該自動車税減免申請書は、前項の規定により提出されたものと

　収の方法によって徴収されるものにあっては納期限までに、証紙
　徴収の方法によって徴収されるものにあっては現金により種別割
　額に相当する金額を納付することによってその税金を払い込むこ
　ととされている際に所長に提出しなければならない。ただし、条
　例第64条の３又は第64条の５の規定により種別割の減免を受けよ
　うとする者で、当該申請書を提出期限までに提出できない特別の
　事情があったと認められたものは、この限りでない。
４　前項の規定中普通徴収の方法によって徴収される種別割に関す
　る規定は、第１項の規定により当該年度の前年度において種別割
　の減免を受けた者で当該年度の賦課期日において減免の事由に変
　更がないものについては、適用しない。この場合において、当該
　自動車税種別割減免申請書は、前項の規定により提出されたもの
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　みなす。
５　所長は、第３項の申請に対し、その承認又は否認を決定したと
　きは、自動車税減免承認（否認）通知書（別記様式第 196号の３
　）によって通知しなければならない。
６　前項の規定により減免の承認の通知を受けた者は、当該承認を
　受けた自動車が条例第64条の２から第66条までの規定による自動
　車税の減免事由に該当しなくなったときは、直ちにその旨を所長
　に届け出なければならない。
第84条の４　削除

　（自動車税の納付義務免除の申告等）
第84条の５　法第11条の９第２項の規定により自動車税の納付義務
　の免除を受けようとする者は、同項の規定に該当することとなっ

　とみなす。
５　所長は、第３項の申請に対し、その承認又は否認を決定したと
　きは、自動車税種別割減免承認（否認）通知書（別記様式第 196
　号の３）によって通知しなければならない。
６　前項の規定により減免の承認の通知を受けた者は、当該承認を
　受けた自動車が条例第64条の３、第64条の５、第64条の６、第65
　条又は第66条の規定による種別割の減免事由に該当しなくなった
　ときは、直ちにその旨を所長に届け出なければならない。

　（環境性能割の納付義務の免除又は還付の手続）
第84条の６　法第 164条第１項若しくは第６項又は法第 165条第１
　項若しくは第２項の規定により納付義務の免除又は還付を受けよ
　うとする者は、自動車税環境性能割納付義務免除（還付）申請書
　（別記様式第 196号の３の２）に当該納付義務の免除（還付）の
　理由に該当することを証明する書類を添えて宮崎県税・総務事務
　所長に提出しなければならない。
２　宮崎県税・総務事務所長は、前項の申請に対しその承認又は否
　認を決定した場合においては、自動車税環境性能割納付義務免除
　（還付）申請に対する決定通知書（別記様式第 196号の３の３）
　によって通知しなければならない。
　（種別割の納付義務免除の申告等）
第84条の７　法第11条の９第２項の規定により種別割の納付義務の
　免除を受けようとする者は、同項の規定に該当することとなった

　た日から30日以内に、自動車税納付義務免除申告書（別記様式第
　 196号の４）に、納付義務の免除を受けようとする理由を証明す
　る書類を添えて、所長に提出しなければならない。
２　所長は、前項の申告に対し、その承認又は否認を決定したとき
　は、自動車税納付義務免除承認（否認）決定通知書（別記様式第
　 196号の５）によって通知しなければならない。

　　　　第８節　鉱区税

　日から30日以内に、自動車税種別割納付義務免除申告書（別記様
　式第 196号の４）に、納付義務の免除を受けようとする理由を証
　明する書類を添えて、所長に提出しなければならない。
２　所長は、前項の申告に対し、その承認又は否認を決定したとき
　は、自動車税種別割納付義務免除承認（否認）決定通知書（別記
　様式第 196号の５）によって通知しなければならない。
　（環境性能割に係る更正又は決定の通知等）
第84条の８　宮崎県税・総務事務所長は、法第 168条第４項の規定
　により環境性能割に係る更正又は決定の通知をする場合は、自動
　車税環境性能割更正（決定）通知書（別記様式第 196号の６）に
　よって通知しなければならない。
２　宮崎県税・総務事務所長は、法第 171条第６項の規定により環
　境性能割に係る過少申告加算金額若しくは不申告加算金額又は法
　第 172条第５項の規定により重加算金額の決定の通知をするとき
　は、自動車税環境性能割更正（決定）通知書又は自動車税環境性
　能割過少申告・不申告・重加算金決定通知書（別記様式第 196号
　の７）によって通知しなければならない。
　（環境性能割額の交付額の算定に用いる資料に関する報告）
第84条の９　市町村長は、省令第９条の14の規定により、環境性能
　割額の交付額の算定に用いる道路延長及び道路面積に関する資料
　その他必要な資料を、別に定めるところにより知事に報告しなけ
　ればならない。
　　　　第８節　鉱区税

　　　　　　　　　　　　　　　　「　　　　　　　「

　別記様式第５号（その１の２）中　　　　　　　を　　　　　　　に改める。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　」　　　　　　　」

納税者
住　所
氏　名

納税者

氏　名
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　　　　　　　　　　　　　　　　「　　　　　　　「

　別記様式第５号（その２の２）中　　　　　　　を　　　　　　　に改める。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　」　　　　　　　」
　別記様式第５号（その３）中「自動車税納税通知書（領収証書）」を「自動車税種別割納税通知書（領収証書）」に、
「　　　　　　　　　　　「
　　　　　　　　　　　を　　　　　　　　　　　に、「自動車税納税証明書・継続検査（車検）用」を「自動車税種別割納税証明書・継
　　　　　　　　　　」　　　　　　　　　　　」
続検査（車検）用」に、「自動車税」を「自動車税種別割」に改め、同様式（納税通知書裏面）中「第 145条」を「第 146条」に改める。
　別記様式第５号（その３の２）中「自動車税納税通知書」を「自動車税種別割納税通知書」に、
「　　　　　　　　　　　　　　　　「
　　　　　　　　　　　　　　　　を　　　　　　　　　　　　　　　　に、「第 145条」を「第 146条」に、
　　　　　　　　　　　　　　　」　　　　　　　　　　　　　　　　」
「　　　　　　　　「　　　　　　　　　「　　　　　　　　　　　　　　「
　　　　　　　　を　　　　　　　　に、　　　　　　　　　　　　　　を　　　　　　　　　　　　　　に、
　　　　　　　」　　　　　　　　」　　　　　　　　　　　　　　　」　　　　　　　　　　　　　　」
「　　　　　　　　　　　　　　　　「
　　　　　　　　　　　　　　　　を　　　　　　　　　　　　　　　　に改める。
　　　　　　　　　　　　　　　」　　　　　　　　　　　　　　　　」
　別記様式第５号（その３の３）を次のように改める。

納税者
住　所
氏　名

納税者

氏　名

自　動　車　税

自動車税

自動車税 年度自動車税

年度自動車税

　自動車税
　種 別 割

自動車税
種 別 割 年度 自動車税

種 別 割

年度 自動車税
種 別 割

自動車税種別割
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宮　崎　県　公　報 令和 元 年 10 月 １ 日（火曜日）　号外　第 16 号

　別記様式第５号（その４）中「自動車税納税通知書（口座振替用）」を「自動車税種別割納税通知書（口座振替用）」に、「　　年度自
動車税」を「　　年度自動車税種別割」に、「（口座引き落としされた自動車税については振替済通知書兼納税証明書を後日送付します。
）」を「また、口座振替済通知書兼納税証明書については、現在、車検時に自動車税種別割納税証明書の提示を省略できるため、送付をと
りやめました。」に、「自動車税納税通知明細書」を「自動車税種別割納税通知明細書」に改め、同様式（明細書の裏面）中「自動車税」
を「自動車税種別割」に、「第 145条」を「第 146条」に改める。
　　　　　　　　　　　　　　「　　　　　　　「

　別記様式第６号（その２）中　　　　　　　を　　　　　　　に改める。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　」　　　　　　　」
　　　　　　　　　　　　　　「　　　　　　　　　　　　　　　　　　「

　別記様式第７号（その２）中　　　　　　　　　　　　　　　　　　を　　　　　　　　　　　　　　　　　　に改める。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　」　　　　　　　　　　　　　　　　　　」
　　　　　　　　　　　　　　「　　　　　　　　　　「
　別記様式第７号（その３）中　　　　　　　　　　を　　　　　　　　　　に、
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　」　　　　　　　　　　」
「　　　　　　　　　　　　　「
　　　　　　　　　　　　　を　　　　　　　　　　　　　に、
　　　　　　　　　　　　」　　　　　　　　　　　　　」
「　　　　　　　　　　　　　　　　　　　「
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　を　　　　　　　　　　　　　　　　　　　に改める。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　」　　　　　　　　　　　　　　　　　　　」
　　　　　　　　　　　　　　「　　　　　　　「

　別記様式第７号（その４）中　　　　　　　を　　　　　　　に改める。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　」　　　　　　　」
　　　　　　　　　　　　　　「　　　　　　　　　　　　　　　　　　「

　別記様式第８号（その２）中　　　　　　　　　　　　　　　　　　を　　　　　　　　　　　　　　　　　　に改める。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　」　　　　　　　　　　　　　　　　　　」
　　　　　　　　　　　　　　「　　　　　　　　　　　　　　　　「
　別記様式第９号（その２）中　　　　　　　　　　　　　　　　を　　　　　　　　　　　　　　　　に改める。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　」　　　　　　　　　　　　　　　　」
　　　　　　　　　「

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　別記様式第11号中　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　を

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　」
「　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　に、

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　」
「　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　「

納税者
住　所
氏　名

納税者
住　所
氏　名

納税者

氏　名

納税者

氏　名

自動車税

年度自動車税

自動車税
種 別 割

年度 自動車税
種 別 割

〒　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　殿

領収証書

〒　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　殿

領収証書

　　　　　　　　　　　　　殿

領収証書

　　　　　　　　　　　　殿

領収証書

　　　　年度　自動車税 　　　年度　自動車税種別割

自動車税 　自動車税
　種 別 割

納税者住（居）所（所在地）・氏名（名称）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　様

納税者氏名（名称）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　様



─ 22 ─

宮　崎　県　公　報令和 元 年 10 月 １ 日（火曜日）　号外　第 16 号

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　を　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　に、

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　」　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　」
「　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　「

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　を　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　に改める。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　」　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　」
　別記様式第11号の次に次の１様式を加える。

自動車税
種 別 割

納税者住（居）所（所在地）・氏名（名称） 納税者氏名（名称）

法人県民税　・　法人事業税及び地方法人特別税
個人事業税　・　不動産取得税　・　自動車税
（　　　　　　　　　）税　・　歳入歳出外現金

法人県民税　・　法人事業税及び特別法人事業税又は地方法人特別税

個人事業税　・　不動産取得税　・
（　　　　　　　　　）税　・　歳入歳出外現金



─ 23 ─

宮　崎　県　公　報 令和 元 年 10 月 １ 日（火曜日）　号外　第 16 号



─ 24 ─

宮　崎　県　公　報令和 元 年 10 月 １ 日（火曜日）　号外　第 16 号

　別記様式第13号（その２）中「税額等変更通知書（自動車税）」を「税額等変更通知書（自動車税種別割）」に、「自動車税」を「自動
車税種別割」に改める。
　別記様式第23号及び別記様式第24号中「地方法人特別税」を「特別法人事業税又は地方法人特別税及び軽自動車税の環境性能割」に改め
る。
　　　　　　　　　　　　　　「　　　　　　　　「

　別記様式第36号（その１）中　　　　　　　　を　　　　　　　　に、「自動車取得税」を「自動車税環境性能割」に改める。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　」　　　　　　　　」
　　　　　　　　　「　　　　　　　　　　　　「

　別記様式第37号中　　　　　　　　　　　　を　　　　　　　　　　　　に、

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　」　　　　　　　　　　　　」
「　　　　　　　　　　　　「
　　　　　　　　　　　　を　　　　　　　　　　　　に、
　　　　　　　　　　　」　　　　　　　　　　　　」
「　　　　　　　　　　　　「

　　　　　　　　　　　　を　　　　　　　　　　　　に改める。

　　　　　　　　　　　」　　　　　　　　　　　　」
　　　　　　　　　　　　　　「　　　　　　　　　　　　　　　「

　別記様式第64号（その１）中　　　　　　　　　　　　　　　を　　　　　　　　　　　　　　　に改める。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　」　　　　　　　　　　　　　　　」
　別記様式第68号中「場合には」を「場合は」に改める。
　別記様式第70号中「自動車税（鉱区税）軽減申請書」を「自動車税種別割（鉱区税）軽減申請書」に、「第30条第２項」を「第30条第３
項」に改める。
　別記様式第 125号中「様式第 125号（第43条関係）」を「様式第 125号（その１）（第43条関係）」に改める。
　別記様式第 125号（その１）の次に次の２様式を加える。

自動車
取得税

自動車
税環境
性能割

□法人事業税及び
　地方法人特別税

□自動車税

課　　税　　客　　体

法人県民税、法人事業税及び

地方法人特別税、個人事業

税、不動産取得税、自動車税

及び鉱区税に限る

課　　税　　客　　体

法人県民税、

　　　　　　　　、個人事業

税、不動産取得税、自動車税

種別割並びに鉱区税に限る

□自動車税

□自動車税種別割

□自動車税種別割

□ 法人事業税及び特
別法人事業税又は
地方法人特別税

法人事業税及び
特別法人事業税又
は地方法人事業税



─ 25 ─

宮　崎　県　公　報 令和 元 年 10 月 １ 日（火曜日）　号外　第 16 号



─ 26 ─

宮　崎　県　公　報令和 元 年 10 月 １ 日（火曜日）　号外　第 16 号



─ 27 ─

宮　崎　県　公　報 令和 元 年 10 月 １ 日（火曜日）　号外　第 16 号

　別記様式第 145号中「地方法人特別税」を「特別法人事業税又は地方法人特別税」に、
「　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　「
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　を　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　に、
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　」　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　」
「　　　　　　　　　　　　　　　「
　　　　　　　　　　　　　　　を　　　　　　　　　　　　　　　　に、
　　　　　　　　　　　　　　」　　　　　　　　　　　　　　　　」
「　　　　　　　　　　　　　　　　　「
　　　　　　　　　　　　　　　　　を　　　　　　　　　　　　　　　　　に、
　　　　　　　　　　　　　　　　」　　　　　　　　　　　　　　　　　」
「　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　「

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　を　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　に、

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　」　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　」
「　　　　　　　　　　　　　「

　　　　　　　　　　　　　を　　　　　　　　　　　　　に改める。

　　　　　　　　　　　　」　　　　　　　　　　　　　」
　　　　　　　　　　　　「　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　「

　別記様式第 148号の３中　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　を　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　に、

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　」　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　」
「　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　「

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　を　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　に改める。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　」　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　」
　別記様式第 156号（その６）を次のように改める。

法人県民税・事業税、地方法人特別税の更正・決定理由

既に納付した税額 既に納付の確定した税額

既に納付した事業税額

地方法人特別税

６・９・12月　Ａ×１／４
３月　Ａから６・９・12月の交付
　額を控除した額

５　配当割額又は株式等譲渡所得割額
　に係る控除額のうち、所得割から控
　除できずに市町村が還付又は充当し
　た額

５　配当割額又は株式等譲渡所得割額
　に係る控除額のうち、所得割から控
　除できずに市町村が県民税相当額を
　還付又は充当した額

Ａ×１／４

地方法人特別税既確
定額

特別法人事業税又は地方

法人特別税既確定額

特別法人事業税又は地方法人特別税

既に納付の確定した事業税額

法人県民税・　　　　　　　　　　　の更正・決定理由事業税、特別法人事業税又は地方法人特別税



─ 28 ─

宮　崎　県　公　報令和 元 年 10 月 １ 日（火曜日）　号外　第 16 号



─ 29 ─

宮　崎　県　公　報 令和 元 年 10 月 １ 日（火曜日）　号外　第 16 号

　別記様式第 161号の７中「場合には」を「場合は」に改める。
　　　　　　　　　　　　「

　別記様式第 167号の２中　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　を

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　」
「

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　に改める。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　」
　別記様式第 172号から第 179号までを次のように改める。
別記様式第 172号から第 179号まで　削除
　別記様式第 193号中「自動車税非課税承認申請書」を「自動車税種別割非課税承認申請書」に、「第60条第１項ただし書」を「第60条の
２第１項ただし書」に、「自動車税」を「自動車税種別割」に、
「　　　　　　　　　　　　　　　　　「

　　　　　　　　　　　　　　　　　を　　　　　　　　　　　　　　　　　に改める。

　　　　　　　　　　　　　　　　」　　　　　　　　　　　　　　　　　」
　別記様式第 194号中「自動車税非課税承認（否認）通知書」を「自動車税種別割非課税承認（否認）通知書」に、「自動車税非課税承認
」を「自動車税種別割非課税承認」に改める。
　別記様式第 195号を次のように改める。

＜障害者であることを証明する書類（提示）＞
□身体障害者手帳　　□療育手帳　　□精神障害者福祉手帳
□戦傷病者手帳　　　□その他（　　　　　　　　　　）

＜障害者であることを証明する書類（提示）＞
□身体障害者手帳　□療育手帳　□精神障害者保健福祉手帳
□戦傷病者手帳　　□その他（　　　　　　　　　　）

宮崎県税条例第60条第１項第
３
号該当（非該当）
４

宮崎県税条例第60条の２第１

項第
３
号該当（非該当）

　　４



─ 30 ─

宮　崎　県　公　報令和 元 年 10 月 １ 日（火曜日）　号外　第 16 号



─ 31 ─

宮　崎　県　公　報 令和 元 年 10 月 １ 日（火曜日）　号外　第 16 号

　別記様式第 195号の２の次に次の１様式を加える。



─ 32 ─

宮　崎　県　公　報令和 元 年 10 月 １ 日（火曜日）　号外　第 16 号

　別記様式第 196号の２（その１）中「（第84条の３関係）」を「（第84条の５関係）」に改め、同様式（表）中「　　　年度　自動車税
減免（取消）申請書」を「　　　年度　自動車税種別割減免（取消）申請書」に、「第64条の２」を「第64条の３」に、「自動車税」を「
自動車税種別割」に、「第84条の３第３項」を「第84条の５第３項」に、
「　　　　　　　　　　　　　　　　　　「
	
　　　　　　　　　　　　　　　　　　を　　　　　　　　　　　　　　　　　　に、

　　　　　　　　　　　　　　　　　」　　　　　　　　　　　　　　　　　　」
「　　　　　　　　　　　　　　　　「　　　　　　　　　　　　　　　　　「　　　　　　　　　　　「
　　　　　　　　　　　　　　　　を　　　　　　　　　　　　　　　　に、　　　　　　　　　　　を　　　　　　　　　　　に、
　　　　　　　　　　　　　　　」　　　　　　　　　　　　　　　　」　　　　　　　　　　　　」　　　　　　　　　　　」
「　　　　　　　　　　　　　「
　　　　　　　　　　　　　を　　　　　　　　　　　　　に、
　　　　　　　　　　　　」　　　　　　　　　　　　　」
「　　　　　「

　　　　　を　　　　　に改め、同様式（裏）中「自動車税減免申請理由証明（願）書」を「自動車税種別割減免申請理由証明（願）書」

　　　　」　　　　　」
に、「自動車税等に係る常時介護証明書」を「自動車税種別割等に係る常時介護証明書」に、「自動車税減免申請理由証明書」を「自動車
税種別割減免申請理由証明書」に改め、同様式を別記様式第 196号の２の３（その１）とする。
　別記様式第 196号の２（その２）中「（第84条の３関係）」を「（第84条の５関係）」に、「　　　年度自動車税減免申請書」を「　　
　年度自動車税種別割減免申請書」に、「第64条の３」を「第64条の５」に、「自動車税」を「自動車税種別割」に、「第84条の３第３項
」を「第84条の５第３項」に改め、同様式を別記様式第 196号の２の３（その２）とする。
　別記様式第 196号の２（その２の２）中「（第84条の３関係）」を「（第84条の５関係）」に、「　　　年度自動車税減免申請書」を「
　　　年度自動車税種別割減免申請書」に、「第64条の４」を「第64条の６」に、「自動車税」を「自動車税種別割」に、「第84条の３第
３項」を「第84条の５第３項」に、「自動車税」を「自動車税種別割」に改め、同様式を別記様式第 196号の２の３（その２の２）とする
。
　別記様式第 196号の２（その３）中「（第84条の３関係）」を「（第84条の５関係）」に、「　　　年度自動車税減免申請書」を「　　
　年度自動車税種別割減免申請書」に、「自動車税」を「自動車税種別割」に、「第84条の３第３項」を「第84条の５第３項」に改め、同
様式を別記様式第 196号の２の３（その３）とする。
　別記様式第 196号の２（その３の２）中「（第84条の３関係）」を「（第84条の５関係）」に、「　　　年度自動車税減免申請書」を「
　　　年度自動車税種別割減免申請書」に、「自動車税」を「自動車税種別割」に、「第84条の３第３項」を「第84条の５第３項」に改め
、同様式を別記様式第 196号の２の３（その３の２）とする。
　別記様式第 196号の２（その４）中「（第84条の２関係）」を「（第84条の４関係）」に、「自動車税減免申請書（過疎バス関係）」を
「自動車税種別割減免申請書（過疎バス関係）」に、「自動車税」を「自動車税種別割」に、「第84条の３第３項」を「第84条の５第３項
」に改め、同様式裏面中「自動車税」を「自動車税種別割」に改め、同様式を別記様式第 196号の２の３（その４）とする。
　別記様式第 196号中「　　　　　　　　　」を「　　　　　　　　　　　　」に、「自動車税」を「自動車税種別割」に改め、同様式の
次に次の３様式を加える。

生年
月日

昭平
明大
　　年　　月　　日

生年
月日 　　

　　年　　月　　日

昭・平　　年　　月　　日

□　療　育　手　帳

自
動
車
税

□療　育　手　帳

　　　　　年　　月　　日 平　年　月　日 　　年　月　日

種

別

割

自

動

車

税

自動車税納税証明書
（車検用）

自動車税種別割納税証明書
（車検用）



─ 33 ─

宮　崎　県　公　報 令和 元 年 10 月 １ 日（火曜日）　号外　第 16 号



─ 34 ─

宮　崎　県　公　報令和 元 年 10 月 １ 日（火曜日）　号外　第 16 号



─ 35 ─

宮　崎　県　公　報 令和 元 年 10 月 １ 日（火曜日）　号外　第 16 号



─ 36 ─

宮　崎　県　公　報令和 元 年 10 月 １ 日（火曜日）　号外　第 16 号



─ 37 ─

宮　崎　県　公　報 令和 元 年 10 月 １ 日（火曜日）　号外　第 16 号

　別記様式第 196号の３中「（第84条の３関係）」を「（第84条の５関係）」に、「自動車税減免承認（否認）通知書」を「自動車税種別
割減免承認（否認）通知書」に、「自動車税減免申請」を「自動車税種別割減免申請」に改め、同様式の次に次の２様式を加える。



─ 38 ─

宮　崎　県　公　報令和 元 年 10 月 １ 日（火曜日）　号外　第 16 号



─ 39 ─

宮　崎　県　公　報 令和 元 年 10 月 １ 日（火曜日）　号外　第 16 号

　別記様式第 196号の４中「（第84条の５関係）」を「（第84条の７関係）」に、「自動車税納付義務免除申告書」を「自動車税種別割納
付義務免除申告書」に、「自動車税」を「自動車税種別割」に改める。
　別記様式第 196号の５中「（第84条の５関係）」を「（第84条の７関係）」に、「自動車税納付義務免除承認（否認）決定通知書」を「
自動車税種別割納付義務免除承認（否認）決定通知書」に、「自動車税納付義務免除申告」を「自動車税種別割納付義務免除申告」に改め
、同様式の次に次の２様式を加える。
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　別記様式第 225号（その３）中「場合には」を「場合は」に改める。
　　　附　則
　（施行期日）
１　この規則は、公布の日から施行する。
　（自動車取得税に関する経過措置）
２　令和元年10月１日前の自動車の取得に対して課する自動車取得税については、なお従前の例による。
　（自動車税に関する経過措置）
３　改正後の宮崎県税条例施行規則（以下「改正後の規則」という。）の規定中自動車税の環境性能割に関する部分は、令和元年10月１日
　以後に取得された自動車に対して課する自動車税の環境性能割について適用する。
４　改正後の規則の規定中自動車税の種別割に関する部分は、令和元年10月１日以後に納税義務が発生した者に課する自動車税の種別割及
　び令和２年度以後の年度分の自動車税の種別割について適用し、令和元年度分までの同日前に納税義務が発生した者に課する自動車税に
　ついては、なお従前の例による。
　（用紙に関する経過措置）
５　この規則の施行の際現に存するこの規則による改正前の宮崎県税条例施行規則の規定に定める様式による用紙は、当分の間、所要の事
　項を適宜補正して使用することができる。

宮崎県告示第 367号
　県の指定金融機関等の名称、取扱店舗及び取扱事務の範囲を定める告示（平成16年宮崎県告示第21号）の一部を次のように改正し、公表
の日から適用する。
　　令和元年10月１日
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　宮崎県知事　河　野　俊　嗣
　次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

告　　　　　示

改正前 改正後
３　収納代理金融機関 ３　収納代理金融機関

名称 取扱店舗 取扱事務の範囲
　［略］
株式会社ゆうち
ょ銀行

　［略］ 県の公金の収納事務（県税及
び地方法人特別税に係る徴収
金並びに宮崎県母子寡婦福祉
資金特別会計に係る貸付金の
償還金の収納並びに県営住宅
家賃、県営住宅駐車場使用料
及び宮崎県育英資金特別会計
に係る貸付金の償還金の自動
払込みの方法による収納に限
る。）

名称 取扱店舗 取扱事務の範囲
　［略］
株式会社ゆうち
ょ銀行

　［略］ 県の公金の収納事務（県税、
地方法人特別税、特別法人事
業税及び軽自動車税の環境性
能割に係る徴収金並びに宮崎
県母子寡婦福祉資金特別会計
に係る貸付金の償還金の収納
並びに県営住宅家賃、県営住
宅駐車場使用料及び宮崎県育
英資金特別会計に係る貸付金
の償還金の自動払込みの方法
による収納に限る。）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
宮崎県告示第 368号
　証明手数料徴収規則別表６県税等に関する証明の項単位の欄の別に定める１件の計算の基準（平成20年宮崎県告示第 727号）の一部を次
のように改正し、公表の日から適用する。
　　令和元年10月１日
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　宮崎県知事　河　野　俊　嗣
　次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

改正前 改正後
(１)　地方税法施行令（昭和25年政令第 245号。以下「政令」とい
　う。）第６条の21第１項第１号及び第２号に掲げる事項（未納の
　額のないことを除く。）の証明は、税目（法人の事業税及び地方
　法人特別税は同一の税目とする。）、会計年度（法人等の県民税
　、法人の事業税及び地方法人特別税にあっては各事業年度とし、
　個人の事業税にあってはその所得の生じた年とする。）又は課税

(１)　地方税法施行令（昭和25年政令第 245号。以下「政令」とい
　う。）第６条の21第１項第１号及び第２号に掲げる事項（未納の
　額のないことを除く。）の証明は、税目（法人の事業税及び地方
　法人特別税又は特別法人事業税は同一の税目とする。）、会計年
　度（法人等の県民税、法人の事業税及び地方法人特別税又は特別
　法人事業税にあっては各事業年度とし、個人の事業税にあっては
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　客体（不動産取得税、自動車税及び鉱区税に限る。）が異なるご
　とに１件とする。

　その所得の生じた年とする。）又は課税客体（不動産取得税、自
　動車税の種別割（令和元年９月30日までに納税義務が発生した者
　に課する自動車税を含む。）及び鉱区税に限る。）が異なるごと
　に１件とする。

訓　　　　　令

　宮崎県事務決裁規程の一部を改正する訓令をここに公表する。
　　令和元年10月１日
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　宮崎県知事　河　野　俊　嗣
訓令第２号
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　本　　　庁
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　各出先機関
　　　宮崎県事務決裁規程の一部を改正する訓令
　宮崎県事務決裁規程（昭和40年訓令第１号）の一部を次のように改正する。
　次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

改正前 改正後
別表第３（その１）（第４条関係）
　本庁各課特定専決事項

別表第３（その１）（第４条関係）
　本庁各課特定専決事項

課 副
知
事
専
決
事
項

部
長
特
定
専
決
事
項

次
長
特
定
専
決
事
項

課長特定専決事項 課長
補佐
特定
専決
事項

　［略］
農村
整備
課

［
略
］

　［略］
建築
住宅
課

［
略
］

１～６　［略］
７　建築基準法（昭和25年法律第
　 201号）による次の事務
　(１)　第48条第１項から第14項
　　までの各項のただし書の規定
　　による建築の許可（同条第15
　　項ただし書の場合に限る。）
　　に関すること。
　(２)～(15)　［略］
８　［略］

　［略］

課 副
知
事
専
決
事
項

部
長
特
定
専
決
事
項

次
長
特
定
専
決
事
項

課長特定専決事項 課長
補佐
特定
専決
事項

　［略］
農村
整備
課

［
略
］

１　農業用ため池の管理及び保全
　に関する法律（平成31年法律第
　17号）による次の事務
　(１)　第15条第１項の規定によ
　　る市町村長に施設管理権を設
　　定すべき旨の裁定に関するこ
　　と。
　(２)　第17条第３項の規定によ
　　る施設管理権の存続期間の延
　　長についての裁定に関するこ
　　と。

　［略］
建築
住宅
課

［
略
］

１～６　［略］
７　建築基準法（昭和25年法律第
　 201号）による次の事務
　(１)　第48条第１項から第14項
　　までの各項のただし書の規定
　　による建築の許可（同条第16
　　項第１号に該当する場合に限
　　る。）に関すること。
　(２)～(15)　［略］
８　［略］

　［略］

　　　附　則
　この訓令は、公表の日から施行する。
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　宮崎県職員の駐在に関する規程の一部を改正する訓令をここに公表する。
　　令和元年10月１日
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　宮崎県知事　河　野　俊　嗣
訓令第３号
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　本　　　庁
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　各出先機関
　　　宮崎県職員の駐在に関する規程の一部を改正する訓令
　宮崎県職員の駐在に関する規程（平成19年訓令第４号）の一部を次のように改正する。
　次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

改正前 改正後
別表（第２条関係） 別表（第２条関係）
所属機関 駐　在　場　所 担当区域 担当事務
　［略］
宮崎県税	
・総務事
務所

　［略］ １　証紙徴収の
　方法によって
　徴収する自動
　車税及び自動
　車取得税に関
　すること。

２　県税の収納
　及び納税証明
　に関すること
　。

　［略］

所属機関 駐　在　場　所 担当区域 担当事務
　［略］
宮崎県税	
・総務事
務所

　［略］ １　証紙徴収の
　方法によって
　徴収する自動
　車税（地方税
　法等の一部を
　改正する等の
　法律（平成28
　年法律第13号
　）による改正
　前の地方税法
　（昭和25年法
　律第 226号）
　第２章第８節
　に規定する自
　動車税をいう
　。）、自動車
　税の種別割、
　自動車取得税
　、自動車税の
　環境性能割及
　び軽自動車税
　の環境性能割
　に関すること
　。
２　県税、地方
　法人特別税、
　特別法人事業
　税及び軽自動
　車税の環境性
　能割の収納に
　関すること。
３　県税、地方
　法人特別税及
　び特別法人事
　業税の納税証
　明に関するこ
　と。

　［略］

　　　附　則
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　この訓令は、公表の日から施行する。
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